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は じ め に

毎日寒さが続く中、皆様におかれましてはいかがお過ごしでしょうか。やや遅ればせ

ながら 年度分の当センターの活動状況を報告させていただきます。当所報も竹島2005
主幹の努力により、 上のダウンロード版ということで皆様に広くお届けすることがHP
できるようになり、便利になったと実感しています。当センターの他の出版物におきま

しても徐々に電子化の方向で作業を進めてまいりますので、今後ともよろしくお願いい

たします。

それでは、 年度の当センター業務について振り返ってみます。2005
当センターの中核業務と位置づけている相談業務に関しましては、ほぼ前年度と変わ

らないか、来所において若干少ない件数で推移しています。利用者の皆様のニーズは高

く、予約日まで相談を待っていただく状況ではありますが、 年度は特に所長である2005
私の相談以外の業務が相当に増え、個人的にあまり新規の来所相談を受けることができ

なかったのが一因と思っています。それには自殺、高次脳機能障害、職場、特に県職員

のメンタルヘルスなどの新しい精神保健対策事業にかなりのエネルギーと時間を使わね

ばならなかったという事情もあったとはいえ、会議などへの出席も多く、個人的には多

少不満が残ることになりました。やはり専門的な技術を活かした相談や心理療法を個々

できちんと行っていくことが、複雑困難な事例への対応および技術支援・研修の糧にな

るし、仮にそれを忘れてしまうと当センターのありかたに大きく陰を落とすことにつな

がると思っていますので、この部分は 年度の後半からしっかりと見直し取り組ん2006
でいく課題だと思っています。個人的な問題は別にして、相談事業の全体は、非常勤精

神科医、臨床心理士の先生方のがんばりのおかげで、内容的に濃く充実したものを維持

できていると思います。常勤では特に心理の和田が行っている 等のトラウマケアはDV
しっかりと定着し、かつ相当に件数も伸びてきていて、当センターの看板になっていま

。 、 。す また 被害者支援グループはずいぶんとニーズ 内容ともに進歩してきていますDV
電話相談も相変わらず件数が多く、電話相談員にもフル回転してもらっています。

相談のことが多くなりましたが、精神障害とひきこもりのディケア活動は、それぞれ

「グループ活動」として生まれ変わり、江口と生活指導員 名の努力で活動状況も右肩2
上がりで順調でした。また、障害者自立支援法の施行に伴い、年度末には野口の担当で

自立支援医療費の認定作業を約 万件のみなし認定について行い、私も全部の診断書に2
目を通し、たいへんな労力を使いました。精神医療審査会も担当が木下に変わり、年度

後半から審査件数が増加傾向に転じてくるなど、事務量が 年の間で急激に増加した年1
度になりました。

厳しい財政の中、中村次長、井手、赤澤の総務メンバーには、やりくりの面等でセン

ターのスムーズな運営に貢献してもらっていました。

このように、当センターのありかたも少しずつ変化してきましたが、やはりメンタル

ヘルスの重要性は揺るぎなく、機能強化を模索する今日この頃になっています。

平成 年 月18 12
熊本県精神保健福祉センター所長 中島 央
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Ⅰ センター施設等概要

１ 業 務

精神保健福祉センターは、精神保健及び精神障害者の福祉に関し、知識の普及を図り、調査研

究を行い、並びに相談及び指導のうち複雑困難なものを行うと共に、精神医療審査会の事務並び

に法第３２条第３項及び第４５条第１項の申請に関する事務のうち専門的な知識及び技術を必要

とするものを行う施設である （ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」平成１１年法律。「

第６５号）

「精神保健福祉センター運営要領 （平成１４年３月２９日障発第０３２９００８号厚生労働」

省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に基づく精神保健福祉センターの目標は、地域住民の精

神的健康の保持増進，精神障害の予防、適切な精神医療の推進から、社会復帰の促進、自立と社

会経済活動への参加の促進のための援助に至るまでの広範囲にわたるとされ、以下の業務を行っ

ている。

１）企画立案

２）技術指導及び技術援助

３）教育研修

４）普及啓発

５）調査研究

６）精神保健福祉相談及び診療

７）組織育成

８）精神障害者の社会復帰に関する事業

９）アルコール関連問題対策事業

１０）思春期精神保健対策事業

１１）心の健康づくり推進事業

１２）薬物関連問題対策事業

１３）精神医療審査会の審査に関する事務

１４）自立支援法医療費判定及び精神障害者保健福祉手帳の判定

２ 沿 革

昭和３８年１０月１７日 熊本県精神衛生相談所開設（県中央保健所内）

昭和４６年 ９月３０日 熊本県精神衛生センター設置条例制定（条例第６０号）

昭和４７年 ４月 １日 熊本市水道町９番１６号の現在地に新築、開設

昭和４７年 ６月１７日 保険医療機関として指定（熊公１９７）

昭和５６年 ２月 ５日 ３階増築工事竣工（教育研修部門）

平成 元年 ４月 １日 熊本県精神保健センターに名称変更

平成 ７年 ７月 １日 熊本県精神保健福祉センターに名称変更

３ 歴代所長

初 代 藤 田 英 介 昭和４７年４月 ～ 昭和５０年３月

二 代 有 働 信 昭 昭和５０年４月 ～ 昭和５４年３月

三 代 南 龍 一 昭和５４年４月 ～ 平成 ５年３月

四 代 児 玉 修 平成 ５年４月 ～ 平成 ９年３月

五 代 中 田 榮 治 平成 ９年４月 ～ 平成１２年３月

六 代 舛 井 幸 輔 平成１２年４月 ～ 平成１５年３月
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七 代 中 島 央 平成１５年４月 ～

４ 施設の概要

○位 置 熊本市水道町９番１６号

○名 称 熊本県精神保健福祉センター

○敷 地 ４８９．６８㎡

○建 物 （鉄筋コンクリート）

１階 ２４９．５４㎡

２階 ２６６．３１㎡

３階 ２６５．５３㎡

延 ７８１．３８㎡

電話 （業務用） （相談用）096-359-6401 096-356-3629
FAX 096-359-6494 860-0844郵便番号 〒

＜ ホームページ＞

http://www.pref.kumamoto.jp/construction/section/seishin/index.htmlＵＲＬ

seishinhose@pref.kumamoto.lg.jpﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

５ 職員の構成

平成１８年８月１日現在

医 師 事 務 臨 床 精神保健 保健師 電 話 酒 害 生 活

区 分 心理士 福 祉 士 相談員 相談員 指導員 計

職員 常勤 １ ５ １ １ １ ９（ ）

非常勤嘱託 １０ ３ ５ ２ ２ ２２

計 １１ ５ ４ １ １ ５ ２ ２ ３１

６ 歳入歳出決算状況

（１）歳 入 １，４２５，６７８円
使用料及び手数料 １，３４１，６４８円
諸収入 ８４，０３０円

（２）歳 出
（単位：円）

内 訳
科目 決算額 衛生費 民生費 備 考

（項） 公衆衛生費 社会福祉費
精神保健費・保健所費・薬務費 社会福祉総務費（目）

35,667,140 34,233,385 1,433,755（計）
報 酬 － 非常勤嘱託 名分11,350,709 11,350,709 26
共 済 費 － 生活指導員２名分399,343 399,343
報 償 費 研修会講師謝金596,500 489,000 107,500
旅 費 普通旅費及び費用弁償1,425,319 1,023,064 402,255
需 用 費 庁舎維持費、消耗品等3,522,356 2,760,356 762,000
役 務 費 電話代郵便料，文書料等16,160,913 15,998,913 162,000
委 託 料 － 庁舎清掃委託料等1,434,090 1,434,090
使用料及び賃借料 － 各種機器ﾘｰｽ料 施設使用料561,910 561,910 ・
負担金、 － 熊本県精神科病院協会費等補助及び交付金 216,000 216,000
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（最終改正：平成 年 月 日）７ 熊本県精神保健福祉センター条例 18 3 31
昭和４６年９月３０日
熊本県条例第６０号

熊本県精神保健福祉センター設置条例をここに公布する。
熊本県精神保健福祉センター設置条例

（設置）
第１条 精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識の普及、調査研究、相談及び指導を行うた

め、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第６条の規
定に基づき、熊本県精神保健福祉センター（以下「精神保健福祉センター」という ）を。
熊本市に置く。

（組織）
第２条 精神保健福祉センターに、所長及び必要な職員を置く。
（所長）
第３条 （略）
（使用料）
第４条 診療を受ける者及び検査を依頼する者は、その都度使用料を納めなければならない。

２ 前項の使用料の額は、診療報酬の算定方法（平成１８年厚生労働省告示第９２号）第１
号及び第２号の規定により算定した額の１００分の８０とする。

３ 既納の使用料は、返還しない。
（使用料の減免）
第５条 （略）
（雑則）
第６条 （略）

（参 考）

熊本県手数料条例（平成 年 月 日公布、熊本県条例第９号）第２条に定める手数料の額12 3 23

熊本県精神保健福祉センターによる診断書の交付 手数料 １通につき ７６０円641
熊本県精神保健福祉センターによる証明書の交付 手数料 １通につき ６００円642

＊（平成１８年４月１日現在）
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Ⅱ センター業務概要

１．企画立案

、 、 、地域精神保健福祉を推進するため 熊本県の健康福祉部及び関係諸機関に対し 専門的な立場から

社会復帰の推進方策や、地域における精神保健福祉施策の計画的推進に関する事項を含め、精神保健

福祉に関する提案、意見具申等をする。

（会長：センター所長）１ 熊本県精神科救急医療システム連絡調整委員会

精神障害者の地域医療の充実と社会復帰の促進を図るため、熊本県の精神科救急医療システムの

あり方について、平成８年度から検討が重ねられ、熊本県精神科病院協会に委託して、平成１０年

１月１日より稼動している。

精神科救急医療システムの円滑かつ適正な運営を図るために、平成９年度より設置。健康福祉部

障害者支援総室主管。

期 日 協 議 等 内 容 参加委員No．
１ １０．２１ 実績報告と関係機関との意見交換 １５名

（会長：センター所長）２ 熊本県精神障害者社会復帰施設利用審査会

「熊本県あかねの里 （熊本県設置、熊本県精神科病院協会運営委託 （生活訓練施設、福祉ホ」 ）

ーム、通所授産施設、地域生活支援センターの総称）の利用者の審査等。健康福祉部障害者支援総

室主管。

期 日 審査件数 期 日 審査件数 期 日 審査件数No No No． ． ．

１ ４．２７ ５名 ５ ８．２４ １４名 ９ ２．２２ ７名

２ ５．２５ ６名 ６ ９．２８ ７名 １０ ３．２２ ４名

３ ６．２９ １０名 ７ １１．１６ １０名

４ ７．２０ ６名 ８ １２．２８ ５名
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２．技術指導及び技術援助

地域精神保健福祉活動を推進するため、保健所、市町村及び関係諸機関に対し、専門的立場から

積極的な技術指導及び技術援助を行っている。

（厚生労働省報告例）○活動実績

技 術 指 導 ・ 技 術 援 助業 務

個別ケース処遇 関係機関事業
来 所 電話等 検討会 来所等 出張分

事 業 名 件 数 件 数 件 数 回 数 回 数
( ) ( )回 回

一 般 事 業 ６ ３４ １１６ ２０３ ６８

特定相 思 春 期 １ ５ ２ ４ ６

談事業 アルコール １ １ ０ １ ０

薬 物 ０ ４ ０ ０ １

社会復帰促進事業 ０ １ ９５ ５ ９

１ ０ ０ ３ １４心の健康づくり推進事業

（老 人 精 神 保 健） ０ ０ ０ ０ １

９ ４５ ２１８ ２１６ ９９

合 計 ２６７ ３１５

１ 個別ケースの処遇についての技術指導・援助（延べ件数）

老人精神保健等の個別のケースについて、関係機関に対し、技術指導・援助した件数を各区分ご

とに計上。

技 術 指 導 ・ 援 助（個別ケース分） （ 延 件 数 ）

一 般 思 春 期 アルコー 薬 物 社会復帰 心の健康 老人精神 計
ル づ く り 保 健

保 健 所 ５ １ １ １ ０ ０ ０ ８

市 町 村 １３ ２ ０ ０ ０ ０ ０ １５

福祉事務所 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

医 療 施 設 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

老人保健施設 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

社会復帰施設 ０ ０ ０ ０ ８６ ０ ０ ８８

社会福祉施設 １ ０ ０ ０ １０ ０ ０ １１

教育関係機関 ９９ ２ ０ ０ ０ ０ ０ １０１

そ の 他 ３４ ３ １ ３ ０ １ ０ ４２

計 １５６ ８ ２ ４ ９６ １ ０ ２６７
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２ 関係機関の事業等への技術指導・援助（出張分）

（１）保健所

保健所名 期 日 事 業 名 等 指導事業 指導等内容 参加数No．
１ 八 代 ６． ２ 精神保健福祉事業企画会議 一 般 助言 ９

２ 菊 池 ６．１０ 精神保健福祉の集い 一 般 講義 ３０

３ 人 吉 ８．１０ 人吉・球磨地域精神保健福祉連絡 一 般 助言 ５０

会

４ 天 草 ９．２１ 天草地域精神保健福祉連絡会 一 般 助言 ５７

５ 熊本市北保 １１． ２ ママほっとサークル 一 般 助言 １５

健センター

６ 球 磨 １１．１４ 要保護児童対策及びＤＶ対策地域 一 般 講義 ８０

協議会

７ 熊本市北保 １２． ７ ママほっとサークル 一 般 講義 １５

健センター

８ 熊本市北保 １．２５ ママほっとサークル 一 般 講義 １５

健センター

９ 山 鹿 １．３１ 事例検討 一 般 講義 １７

１０ 八 代 １．３１ ピアサポーター継続研修 一 般 講義 １５

１１ 八 代 ２．１０ ピアサポーター継続研修 一 般 講義 １２

１２ 阿 蘇 ２．１３ 母親のこころのケア研修 一 般 講義 ２０

（２）市町村

市町村名 期 日 事 業 名 等 指導事業 指導等内容 参加数No．
１ 熊本市 １１．２５ 熊本市地域精神保健福祉会 一 般 会議 ３８

２ 熊本市 ９． ２９ 熊本市ボランティア市民セミナー 一 般 講義 ４０

こころの電話講座

（３）医療機関

医 療 機 関 名 参加回数 事 業 名 等 指導事業 指導等内容 参加数No．
１ 国立菊池病院 ３回 認知症高齢者研修 老人保健福 講義 １１０

祉
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（４）教育関係機関

教育関係機関 回 数 事 業 名 等 指導事業 指導等内容 参加数No．
１ 済々黌高校 ２回 職員研修 思春期 講義 ２５

（５）その他
関係機関名 回 数 事 業 名 等 指導事業 指導等内容 参加数No．

１ 県職員課 １０回 メンタルヘルス研修 一般 研修 ６１０
八代地域振興局外

２ 県生涯教育推 ２回 県民カレッジ 一般 講義 ９０
進課

３ 熊本緩和ケア １回 市町村保健師研修会 一般 講演 ５０
研究会

４ 中小企業労務 １回 講演会 一般 講演 ３０
改善団体

５ 熊本家庭裁判 １回 調査官研修 思春期 講師 ２０
所

６ パレア １回 相談員研修 一般 講師 ２０

７ 上益城保育連 １回 保育士研修 一般 講演 ５０
盟

８ 県障害者支援 １回 精神障害者ケアマネジメント従事 社会復帰 講師 １２４
総室 者新規研修

９ 熊本大学 １回 メンタルヘルス研修 一般 講師 ３０

１０ 県労働雇用課 １回 はたらく女性のキャリアアップ研 一般 講義 ４０
修

１１ 人吉市役所 １回 メンタルヘルス研修 一般 講義 ６０

１２ 県教育委員会 １回 こころと身体の健康アドバイザー 思春期 相談 ３

１３ 天草地区保健 １回 研修会 一般 講師 ２０
師会

１４ 県子供家庭福 １回 子育て支援電話相談員研修 一般 講師 ３０
祉室

１５ 熊本県高次脳 １回 研修会 一般 講師 ３００
機能障害検討
会

１６ 県障害者支援 １回 自立支援法説明会 社会復帰 講師 ６０
総室

１７ パレア １回 女性総合相談事業に係る相談員研 一般 講師 １０
修会

１８ 県福祉総合相 １回 市町村及び地域振興局障害福祉担 社会復帰 講師 ３８
談所 当者ブロック研修会
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３．教育研修

《センターが主催する研修体系図》

地域精神保健福祉担当者研修会

地域で精神保健福祉に
関わる職員を対象に、 保健所精神保健福祉担当者研修会地域精神
業務に必要な専門的知保健福祉
識・修得を図り、効果対策研修
的な精神保健福祉活動 保健所精神保健福祉業務検討会
を推進する。

精神障害者ケアマネジメント従事者養成研修

効 ＳＳＴ（生活技能訓練）と心理劇研修会
果 地域精神保健福祉活動地域精神

、的 を推進する職員に対し保健福祉
な 専門的知識および技術 精神障害者社会復帰施設等職員研修会専門技術
精 の修得を図り、担当者研修

。神 の資質の向上に努める
保 薬物関連問題専門研修会
健
福
祉
活
動 精神保健福祉に関わる 思春期精神保健講座
の 職員に対し、各課題ご精神保健
展 との研修を行うことに福祉課題
開 より、適切な指導や援研修

助を行うことができる
一助とする。 アルコール依存症担当者合同ミーティング

心の健康づくり講座（電話カウンセラー等研修会 ）
精神障害者を地域で支
えるため、地域住民を心の健康

（ ）づくり普 対象に精神保健福祉に 心の健康講座 精神保健福祉ボランティア養成講座
関する正しい知識の普及啓発
及啓発を行う。研修

精神保健福祉ボランティア合同研修会
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平成１７年度 教育研修実施状況
当センターでは、毎年地域や職域において精神保健福祉に携わっている人や職員等に対し、種々の

研修を行っている。研修内容は精神保健福祉に初めて携わる人から高度でかつ専門的な知識や技術の

修得を目指す人まで幅広く、それぞれの目的に応じて参加できるように企画している。

（厚生労働省報告例）

業 務 教 育 研 修研 修 会

（講 習 会） 対象施設 参加実人員 参加延人員
毎の件数

事 業 名 件数 延日 延参加者 保 健 所 ５ ４４ ４８

回 数 数 市 町 村 ３ ８２ １００( )
一 般 事 業 ６ １７ ６０６ 福祉事務所 ０ ０ ０

特定相 思 春 期 １ ３ １８５ 医 療 施 設 ３ １９１ １９１

談事業 アルコール ５ ５ ３０４ 老人保健施設 ０ ０ ０

薬 物 ０ ０ ０ 社会復帰施設 ２ １７２ １７２

社会復帰促進事業 １ １ ８２ 社会福祉施設 ０ ０ ０

８ ９ ４１０ そ の 他 １２ ３５３ ５１６心の健康づくり推進事業

合 計 ２１ ３５ １４５１ 計 ２５ ８４２ １０２７

１ 地域精神保健福祉対策研修

（１）地域精神保健福祉担当者研修会（開催場所：精神保健福祉センター）

期 日 内 容 講 師 参加人数

６．３０ １主な精神科疾患 ５６
○気分障害 熊本県精神保健福祉センター（木）

所 長 中島 央
○統合失調症 向陽台病院

院 長 横田 周三
熊本県精神保健福祉センター○不安障害及びストレス関連障害

所 長 中島 央
○思春期・青年期の問題と人格障 ピネル記念病院

精神科医 富田 正徳害

２精神保健福祉法、その他の関連 熊本県精神保健福祉センター
法規 所 長 中島 央

７． １ ３熊本県の精神保健福祉行政 障害者支援総室 ３７
（金）

４精神障害者の理解
本県精神障害者団体連合会○当事者から

会 長 徳山 大英
本県精神保健福祉センター○精神障害者及び家族への対応

臨床心理士和田 登志子
５意見交換

（２）地域精神保健福祉担当者研修会（開催場所：精神保健福祉センター）

期 日 内 容 講 師 参加人数

２． ３ ２７○ＡＣＴ・Ｊにおけるアウトリーナ活動 国立精神・神経センター
～その方法と配慮点～ 渡邉 雅文（ ）金
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（３）保健所精神保健福祉業務検討会（開催場所：精神保健福祉センター）

期 日 内 容 講 師 参加人数

○情報交換会１２．１３
火 各保健所の精神保健福祉事業の概要に （各保健所から報告）( ) (1)

ついて
有明保健所における事業説明 有明保健所 ２０(2)

○意見交換 精神保健福祉センター
所長 中島 央
参事 江口 みどり

○障害者自立支援法（医療）について 障害者支援総室

２ 地域精神保健福祉専門技術研修

（１）ＳＳＴ（生活技能訓練）と心理劇研修会（開催場所：精神保健福祉センター）
昨年度にＳＳＴ，今年度に心理劇の研修を交互に、集中的に行うことにより受講者の実践力を

高める研修会を企画した。

期 日 内 容 講 師 参加人数

２．２７ ○心理劇の演習 たかた心療クリニック ２５
月 臨床心理士 高田 弘子( )

２．２８ ○心理劇の演習 たかた心療クリニック ２５
火 臨床心理士 高田 弘子（ ）

延参加者数 ５０

（２）精神障害者社会復帰施設等職員研修会（開催場所：精神保健福祉センター）

期 日 内 容 講 師 参加人数

２． ４ ○講演 ＡＣＴ・Ｊにおけるアウトリーナ 国立精神・神経センター
土 活動～その方法と配慮点～ 渡邉 雅文 １５７（ ）

○研修会「熊本県による行政説明」 熊本県障害者支援総室
主幹 細山田 寿男

指導監査課
課長補佐 池田 秀雄

○研修会「障害者自立支援法について」 厚生労働省障害福祉課
課長補佐 英俊隥本

（３）薬物関連問題専門研修会（地域精神保健福祉担当者研修会の中で実施）

期 日 内 容 講 師 参加人数

１，１８ ○アルコール関連問題研修 座長
水 シンポジューム 益城病院 ３５( )

副院長 松永 哲夫

○薬物関連問題専門研修 助言者
事例検討 こころの医療センター

副院長 濱元 純一
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３ 精神保健課題研修

（１）思春期精神保健講座（開催場所：精神保健福祉センター）
期 日 内 容 講 師 参加人数

講座Ⅰ「思春期のこどもの精神医学Ⅰ」 熊本県精神保健福祉センター
所長・精神科医 中島 央

８． ９ 講座Ⅱ「県下の青少年犯罪の実態について 熊本県警察本部
（火） ～出会い系等ネット犯罪を中心 少年サポートセンター長 ６２

として～」 増田 隆策
講座Ⅲ「思春期のこどもの精神医学Ⅱ 熊本大学教育学部

～ＡＤＨＤ・ＬＤ等軽度発達障害につ 教授・精神科医 緒方 明
いて～」

ワークショップⅠ ＫＭコメンタルアシスト
８．１０ 「カウンセリングの理論」 代表 松下 弘子
（水） ワークショップⅡ 弓削病院 ６２

「カウンセリングの演習」 臨床心理士 高木 ひろみ

京都大学大学院
臨床心理士 浦野 エイミ

８．１１ スクールカウンセラー
（木） 事例検討 臨床心理士 向野 彰子

熊本県福祉総合相談所 ６１
本田 裕一主任主事・臨床心理士

熊本県精神保健福祉センター
所長・精神科医 中島 央

和田 登志子参事・臨床心理士

山口 祐子嘱託・臨床心理士

生活指導員 肝付 菜穂子
〃 長尾 知美

延参加者数 １８５

（２）アルコール依存症担当者合同ミーティング（開催場所：精神保健福祉センター）
原則として偶数月の第４木曜日の午後１時３０分～４時にアルコール依存症院内合同ミーティ

ングとアルコール依存症担当者合同ミーティングを開催している。先ず、患者と担当者全員で患
者の体験発表及び質疑応答、意見交換が行われる。その後、分科会として、患者のみの患者ミー
ティングと医療機関等の担当者による担当者合同ミーティングの２つに分かれる。担当者合同ミ
ーティングは、体験発表や合同ミーティング運営等について意見を交わし、患者理解や断酒ミー
ティングの運営等について学習する場となっている。

期 日 担 当 医 療 機 関 内 容 参加人数No．
１ ６．２３ 菊池有働病院 体験発表等に対する意見交換及び情報交換 ５８
２ ８．２５ 菊陽病院 〃 ７９
３ ２．２３ 明生病院 〃 ５９

延参加者数 １９６



- 12 -

４ 心の健康づくり・普及啓発研修

（１）心の健康づくり講座（電話カウンセラー等研修会）

心の健康づくり推進事業の一環として、電話相談にあたっているボランティアカウンセラーや、

精神保健福祉ボランティア活動者に対し、偶数月に研修会を実施した。

№ 期 日 開催場所 内 容 講 師 参加人数

１ ６． 当センター ○講話 精神保健福祉センター21
火 「うつ病について」 所 長 中島 央 ８４( )

８． 当センター ○講話 益城病院12
２ 金 「アルコール依存について」 副院長 松永 哲夫 ４３( )

３ １０． 熊本少年鑑 ○社会資源見学 熊本少年鑑別所13
木 別所 熊本少年鑑別所 二村 英俊 １３( )

４ １２．８ 熊本あかね ○社会資源見学 あかねの里

木 の里 熊本県あかねの里 職員 ８( )

５ ２．７ 当センター ○講話 精神保健福祉センター

火 「二次被害について」 臨床心理士 和田 登志子 ３４( )

延参加者数 １８２
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（２）精神保健福祉ボランティア養成講座

平成３年度から、地域の住民を対象に、精神障害者を地域で支える精神保健福祉ボランティアを

養成することを目的に開催している。今年度は玉名地域と上益城地域の２カ所で、有明保健所及び

御船保健所と共催して講座を開催した。

（玉名地域） ※ 実人員３６人

回 月 日 内 容 講 師 場 所 参加人員

７／ ○開講式・オリエンテーション 精神保健福祉センター 玉名地位振26
１ （木） 所長 興局会議室 ３３

○講話「精神保健福祉の現状と課題」 中島 央

８／２ ○講話「精神障害者の理解と関わり方 地域生活支援センター 〃

２ （火） について」 ふれあい 心理士 ３６

古賀 香代子

８／９ ○グループワーク 有明保健所 〃

３ （火） 保健師 ３０

○講話「精神保健福祉ボランティアを 江藤 多佳子

考える」

８／ ○社会復帰施設見学23
４ （火） ・地域生活支援センター ふれあい 左記施設 ３５「 」

・福祉ホーム「サンビレッジ」

○講話「精神障害者の社会復帰につい 地域生活支援センター

て」 ふれあい施設長

古賀 香代子

○講話「虹の会活動について」 虹の会 和田 清

８／ ○精神障害者施設見学実習30
５ ・ 風工房」 左記施設 ３４「

○講話 風工房施設長

「風工房の活動について」 坂田 禮子

９／ ○これからの活動について13
６ （火） ・先輩ボランティア・地域家族会と 里いもの会 坂本竹子 玉名地位振 ３１

の交流 地域家族会 牛島一人 興局会議室

・有明地域の精神保健福祉活動と実 精神保健福祉士 ４名

際 有明保健所担当者

○開講式
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（上益城地域） ※ 実人員２２人

回 月 日 内 容 講 師 場 所 参加人数

、１ ７／ ○開講式、オリエンテーション21
木 精神保健福祉 益城町総合 ２２（ ） センター

○講話「精神保健福祉の変遷と今後の 所長 中島 央 体育館会議

課題」 室

２ ７／ ○講話「こころの病気について」27
（水） 益城病院 〃 １７

院長 犬飼 邦明

３ ８／ ４ ○講話「カウンセリングについて」

木 ～聞き上手になるには～ 崇城大学 〃 ２２（ ）

助教授 小原 守雄

４ ８／ ○共同作業所実習12
（火） ・上益城きぼうの家 左記施設 １６

○講話 共同作業所の取組みについて 上益城きぼうの家「 」

所長 緒方 省吾

５ ８／ ○講話 地域生活支援センター18
水 「精神障害者の社会復帰について」 アントニオ 地域生活支 １７（ ）

施設長 園田 烈 援センター

アントニオ

○講話 御船保健所

「保健所における精神保健福祉活動 保健師 斉藤 秀子

について」

６ ８／ ○先輩ボランティアとの交流25
火 先輩ボランティア体験談 先輩ボランティア 益城町総合 １９（ ）

田中 カツミ 体育館会議

田上 征子 室

○グループワーク 御船保健所

「これからのボランテｲア活動につい 所長 上野 達郎

て」 保健予防課長

○閉講式 島村 優子

保健師 斉藤 秀子
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（３）精神保健福祉ボランティア合同研修会

（開催場所；精神保健福祉センター）

平成６年度から、精神保健福祉ボランティア養成講座を修了後、精神保健福祉ボランティア活

動に参加している人や精神保健福祉ボランティア育成に関わっている人を対象に、学習や情報交

換の場として、資質の向上と活動の推進を図ることを目的に開催している。

期 日 内 容 講 師 参加人数

○講演

「精神に障害を持つ人と共に

平成１８年 生きる」 ４４

２月２１日

（火） （１）ボランティアを受け 熊本県あかねの里生活

入れる立場から 支援センター

所長 西村 和敏

（２）当事者の立場から 熊本県精神障害者団体

連合会

会長 徳山 大英
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４．普及啓発

県規模で一般住民に対し、さまざまな媒体を通して精神保健福祉の知識、精神障害についての正

しい知識、精神障害者の権利擁護等について普及啓発を行うとともに、保健所及び市町村が行う普

及啓発活動に対して専門的立場から協力、指導及び援助を行っている。

（厚生労働省報告例）○ 活動実績

広 報 普 及業 務

（講習会・座談会等）
事 業 名 回数 延日数 延参加者数

一 般 事 業 ６ ６ ４１

特定相 思 春 期 ０ ０ ０

談事業 アルコール １２ １２ ８３

薬 物 １０ １０ ４８

社会復帰促進事業 ６７ ６７ ６１１

０ ０ ０心の健康づくり推進事業

（老 人 精 神 保 健） ０ ０ ０

合 計 ９５ ９５ ７８３

普 及 啓 発

地域住民への 精神障害者（家族）に 地域住民と

講習会等 （再掲） 対する教室等 （再掲） 精神障害者との

地域リーダー 薬物関連 薬物関連 地域交流会（ ）

問題 問題

開催回数 １ ０ ９４ １０ ０

延 人 員 ３５ ０ ７４８ ４８ ０

１ 普及啓発

（１）地域住民、地域リーダー等への講習会等

対 象 期 日 事 業 名 開催場所 啓発等内容 参加人数No．
１ アルコール関連問 ９． ８ アルコール関連問題学 当センター 理事会 ３０

題学会理事 会理事会

２ 行政機関・関係団 １０．２２ アルコール・薬物関連 当センター 話題提供 ３２

体職員 問題対策懇話会 情報交換

３ 行政機関・関係団 １１．１３ 思春期問題関係機関連 〃 話題提供 ２５

体職員 絡会議 情報交換

４ 関係機関職員 １２． ７ 心の健康づくり連絡会 〃 講話、助言 １５

議

５ 教師、医療・保健 ２．２８ 講演会「ひきこもりに メルパルク 講 演 ６０２
福祉関係機関職員 つて考える」 熊本

６ 行政機関・関係団 １１．２５ 精神障害者職業リハビ 当センター 情報交換 １７

体職員 リテーション促進連絡 話題提供

会
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（２）精神障害者（家族）に対する教室等 （ 開催場所；当センター）

事 業 名 対 象 期 日 参加人数 啓発等内容

アルコール アルコール依存症者 ４．１５ ５

家族ミーティング の家族 ５．２０ ５

６．１７ ５

７．１５ ２

８．２９ ４ 情報提供

９．１６ ５ 体験発表

１０．２１ ２

１１．１８ １

１２．１６ ４

１．２０ ２

２．２４ ２

３．１７ ９

アルコール依存症 アルコール依存症で ６．２０ ８２

院内合同ミーティング 入院中の患者 ８．２５ １０６ 体験発表

意見交換２．２３ ７７

５．２５ ９

デイケア家族教室 当センタのデイケア ７．２８ ８ 講 話

利用者の家族 ９．２８ １４ 意見交換

１１．３０ ９

１．２５ ４

６３．２２

薬物依存家族教室 薬物依存症者の家族 ４．２２ ９

５．２７ ９

６．２４ ９ 講 話

意見交換７．２２ ５

８．２６ ２

９．３０ ５

１０．２８ ０

１１．２５ ６

１．２７ ５

２．２４ ４

ひきこもりセミナー ひきこもりの問題を ４．１９ １４

抱える家族 ５．１８ １７

６．１５ ２９

７．２０ １５

８．１７ ３３

９．２１ １５

１０．１９ １９

１１．１６ １１

１２．２１ １６

１．１８ １６

２．１５ ２５

３．１５ １８



- 18 -

事 業 名 対 象 期 日 参加人数 啓発等内容

４． ６ ９

４．１３ ７

４．２７ ８

５．１１ ９

５．２５ １２

６． １ １０

６． ８ ９

６．２２ ７

７． ６ １１ ゲーム

ひきこもりデイケア ひきこもりの問題を ７．１３ ６ 話し合い

抱える本人 ７．２７ ６ インターネ

８． ３ １０ ット

８．２４ １０ 卓球など

９． ７ １２

９．１４ ７

９．２８ ５

１０． ５ １４

１０．１２ ６

１０．２６ １１

１１． ２ ７

１１． ９ ７

１２． ７ ４

１２．１４ ６

１２．２８ ８

１． ４ ５

１．１１ ４

１．２５ ７

２． １ １３

２． ８ ８

２．２２ １１

３． １ １１

３． ８ １１

３．２２ １０
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２ リーフレット等の普及啓発資料の作成・配布

インターネット登載日 普 及 啓 発 資 料No．
１ １１．２５ 精神保健福祉センター所報（平成１６年度版）

２ ２． ８ ＮＥＷＳ くまもと精神保健福祉だより ４６No
＊本年度からインターネット登載とし、印刷物は発行はしていない。

３ 精神保健福祉大会等の後援・協力等

期 日 主 催 名 称 会 場 参加人数

１０．４ 精神保健福祉協会 第４３回熊本県精神保健福祉大会 玉名市民会館 ６５０

４ ビデオ、１６ｍｍ、パネルの貸し出し

当センターでは普及啓発の一環として、ビデオやパネル等の貸し出しをしている。

本年度の貸し出し状況については、以下のとおりである。

種 目 利用件数（延べ）

ビデオ 一般精神保健福祉関係 ５８件

アルコール関係 ２０件

老人保健福祉関係 １件

思春期保健福祉関係 １件

薬物保健福祉関係 ６件

パネル 一般精神保健福祉関係 ０件
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５．調査研究
平成17年度研究業績概要

）１．学術論文（1編

中島 央．サイコセラピーのやりとりを考える：Milton H. Erickson の試みについてのひとつの推

理（Exchanges in psychotherapy-An inference for attempts by Milton H. Erickson ．臨床催眠）

学（Japanese Journal of Clinical Hypnosis 7：22-28，2006．

要約： が用いたであろう技法については、今日その後継者たちによって様々にMilton H. Erickson
解釈され、整理体系化されている。ただしそれが彼のアプローチ全体を言い表しているかというと、

そうとも言い切れない感がある。この論文では が残した言葉の解釈ではなく、そMilton H. Erickson
の治療がもたらす効果に焦点を当てた。著者はそこに、技法の定式化を試みる「静的モデル」の対比

として 「動的モデル」というやりとりのパターンを想定し、そこに様々なサイコセラピーで共通し、

てみられる、一種のせめぎあいを浮き出させてみた。

The techniques that may have been used by Milton H. Erickson have been variously interpreted and
organized into systems by his successors. However, it can not be concluded that these systems represent his
approaches as a whole. This study focused not on the interpretation of the words of Milton H. Erickson but
on the effects of his therapy. We assumed a "dynamic model" as an exchange pattern in comparison with a
"static model" that formularize techniques, and clarified a type of conflicts commonly observed in
psychotherapy.

２．学会発表（1編うちシンポジスト1）

中島 央．指定討論（シンポジウム：催眠と研究）．日本催眠医学心理学会第５１回大会．秋田．2005．

要約：以下のレジュメの内容についてシンポジスト（指定討論者）として発表した。

催眠研究で留意すべき点 その①： 科学性」とは何か「

「科学」としての心理学と医学の出発点の違い→ブラックボックスとしての心と脳機能→現象学と実

学との違い

科学と定量に関する蜜月関係

確率と再現性について

統計ＥＢＭははたして科学であるのか

単一事例研究の重要性について

科学の宗教化と「魔術的思考」の見直し

催眠研究で留意すべき点 その②：さまざまな角度からのアプローチ

構造主義の考え方→ブラックボックスとしての構造

テクストとナラティブ→生成の結果とプロセス

言説分析とエスノグラフィー

定量的アプローチとその落とし穴①：質問紙と尺度

定量的アプローチとその落とし穴②：生理学的手法

定量的アプローチとその落とし穴③：画像解析

催眠はそもそも定量できる現象なのか？

催眠に伴うパラメーターの変化について

催眠研究で留意すべき点 その③：臨床および治療研究について

催眠と暗示の基準点をどう定めるか？
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催眠と暗示をコンポーネントとみるか前提とみるか？

コントロールの設定について？

催眠自体にどのような治療効果があるか？

「診断」との対応か「症状 「行動」との対応か？」

定点観測か経時観測か？

誘導手法の標準化は意味のあることか？

定量にかかわる形而上学的論議の深い影響

定量的でない手法と有用性の検証

３．研究事業への参加・協力等（２事業に協力）

平成 年度厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業 ： 精神障害者保健福祉手帳の17 ）「

判定のあり方に関する研究 （主任研究者：白澤英勝）」

＊研究協力として判定データの提供を行った。

平成 年度厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業 ： 措置入院制度の適正な運用17 ）「

と社会復帰支援に関する研究 （主任研究者：浦田重治郎）」

＊研究協力としてデータ収集を行いインタビューに協力した。

４．学会・県外研究会等での講師（４学会・研究会で講師）

中島 央．臨床催眠の医学的応用．日本催眠医学心理学会第５１回大会研修会．秋田． ．2005

． ． ． ．中島 央 心理療法におけるストラテジーとトランス 福岡催眠療法研究会第 回催眠研修会 福岡7
．2005

中島 央．角度をかえた臨床の工夫．岡山不安障害研究会．岡山． ．2006

中島 央．催眠について．日本心理臨床学会九州地区理事主催研修会．別府． ．2006
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６．精神保健福祉相談及び診療

当センターでは、保健所並びに関係機関が取り扱った事例のうち、複雑又は困難なものの相談指導

を実施し、適切な処置を行うが、この複雑困難な事例に限らず必要に応じて対応している。年齢層は

高校生から高齢者まで幅広く、相談内容も多岐にわたっている。相談の形態は来所相談と電話相談に

分けられるが、電話相談の場合はできるだけ来所を促し、時間をとって対応できるよう努めている。

１ 相談等の概要

（１）来所相談体制

相談スタッフは、センター職員５人及び非常勤職員１０人（精神科医師７人、心理職３人）

で対応している。職員は原則的にそれぞれ定まった曜日に相談を受けている。

相談は予約制をとっているが、緊急時の相談はこの限りでない。

（２）電話相談体制

、 。 、 。５人の電話相談専門の非常勤職員を配置し 専用の回線で受理 この他 職員も対応している

受付時間は９時から１６時まで。

（厚生労働省報告例）２ 相談等の実人員について

精神保健福祉相談及び診療業 務

来所相談・診療 電話相談
実 件 数 延 件 数 延 件 数
( ) ( ) ( )事 業 名 実人員 延人員 延人員

一 般 事 業 ２６０ ９００ １，５２２

特定相 思 春 期 １０２ ２２７ ３０３

談事業 アルコール １８ ３１ ８９

薬 物 ３ ４ ２２

社会復帰促進事業 ３８ ７０ ２９

８ １５ ２．９７６心の健康づくり推進事業

（老 人 精 神 保 健） ２ ３ ５２

合 計 ４３１ １，２５０ ４，９９３

（１）新規の来所相談等受付経路

１）経路

関係機関 電話帳 知っていた その他 不詳 計 （人）

男 ８５ １１ ８５ ３６ ０ ２１７

女 １００ ６ ６７ ４０ １ ２１４

計 １８５ １７ １５２ ７６ １ ４３１
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２）関係機関内訳

保健所 市町村 福祉事 医療施 老人関 社会復 社会福 教育関 その他 計
務所 設 係施設 帰施設 祉施設 係機関 （人）

男 ５ ９ ２ ４７ １ １ ２ ２１ １０ ９７

女 ４ ８ ５ ４０ ０ １ ３ １６ ７ ８５

計 ９ １７ ７ ８７ １ ２ ５ ３７ １７ １８２

（２）来所相談の状況

（再掲） 相 談

実 人 員 延 人 員

一 般 思 春 期 アルコー 薬 物 社会復帰 心の健康 老人精神 計
ル づ く り 保 健 （人）

男 ２１８ ３３９ １２３ ２１ ４ ８４ １１ ２ ５８４

女 ２１３ ４８７ １０４ １０ ０ ６０ ４ １ ６６６

計 ４３１ ９０１ ２２７ ３１ ４ １４４ １５ ３ １２５０

（３）電話相談の状況

電話相談
延 人 員

男 ２９６０

２０３３女

計 ４９９３

（注）

○実人員（本年度中の相談を行った被指導等実人員を計上。前年度から引き続きの者を含む）

○新規来所者の受付経路は、主たる経路を示す （重複なし）。

○相談の延人員（１回の相談は主な相談内容毎に集計し、相談の延回数を延人員として計上）

１ 来所相談実人員の分類

（１）年齢の状況

年齢 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳～ 計0 5 6 12 13 19 20 29 30 39 40 49 50 59 60
性 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

男 ０ １ ６７ ６２ ４８ ２０ ７ １３ ２１８

女 ０ ２ ５２ ５５ ５２ ２６ １７ ９ ２１３

計 ０ ３ １１９ １１７ １００ ４６ ２４ ２２ ４３１

（人）

（２）住所地の管轄保健所

熊本 有明 山鹿 菊池 阿蘇 御船 宇城 八代 水俣 人吉 天草 県外 計

男 １３０ ８ ４ ２４ ２ ９ １５ ８ １ ２ ８ ７ ２１８

女 １３１ １１ ３ ２２ ６ ６ １５ ６ ２ ０ ３ ８ ２１３

計 ２６１ １９ ７ ４６ ８ １５ ３０ １４ ３ ２ １１ １５ ４３１

（人）
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（３）月別の来所状況

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
男 ２１ ３２ ２１ １５ ２２ １６ ２２ １６ １４ ９ １６ １４ ２１８

女 ３２ ２４ １８ １４ ２２ １６ ２５ １４ １１ １１ １３ １３ ２１３

計 ５３ ５６ ３９ ２９ ４４ ３２ ４７ ３０ ２５ ２０ ２９ ２７ ４３１

（人）

（４）医師の診断による分類（ＩＣＤ－１０）

来所相談実人員のうち、医師の診断分類内訳

診 断 分 類 男 女 計

Ｆ０ 症状性を含む器質性精神障害 ０ １ １

Ｆ１ 精神作用物質による精神および行動の障害 ３ ３ ６

Ｆ２ 精神分裂病、分裂病型障害および妄想性障害 ７ ６ １３

Ｆ３ 気分（感情）障害 １３ ２０ ３３

Ｆ４ 神経症性障害、ストレス関連障害および身体表現性障害 １４ ８ ２２

Ｆ５ 生理的障害および身体的要因による関連した行動症候群 １ ２ ３

Ｆ６ 成人の人格および行動の障害 ５ ３ ８

Ｆ７ 精神遅滞 ０ ０ ０

Ｆ８ 心理的発達の障害 ２ １ ３

Ｆ９ 小児期および青年期に通常発症する行動および情緒の障害 ０ １ １
および特定不能の精神障害

Ｆ１０ その他、診断保留 ０ ０ ０

合 計 ４５ ４５ ９０

（ ）人

（新来・再来）４ 来所相談延人員の分類

（１）月別の来所状況

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
584男 ４０ ７６ ６０ ４５ ５３ ４８ ６１ ４７ ３９ ３４ ３９ ４２

666女 ４８ ６５ ５９ ４９ ５７ ５５ ７５ ６５ ５３ ４７ ５１ ４２

1250計 ８８ １４１ １１９ ９４ １１０ １０３ １３６ １１２ ９２ ８１ ９０ ８４

（人）

（２）主な相談内容

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｚ

精 依 思 家 対 心 福 そ
神障 存 春 族 人 の 祉社 の
疾害 ・ 期 関 関の 健の ・会 他 計
患の 食の 相 係の 係問 康問 復
・相 行問 談 問 題 題 帰 （件）
談 動題 題 等

３８０ ５６ １５０ ２４１ ８９ １５４ １５９ ３１ １２５０

（３）延べ処理状況

インテーク 助言指導 医学的指導 社会資源 保健医療 その他 計
紹 介 情報提供

３６１ １１８６ ３３４ ４８ ３８ ４８９ ２４５６
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５ 電話相談

（１）月別の延べ相談件数 （注）１回の電話を１件の相談とする

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
97 106 126 100 89 117 123 128 78 95 94 115 1268新規

310 290 340 347 350 312 305 303 277 285 301 305 3725継続

407 396 466 447 439 429 428 431 355 380 395 420 4993計

（２）新規相談：月別件数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
44 51 61 50 40 56 57 59 40 47 43 65 613男

53 55 65 50 49 61 66 69 38 48 51 50 655女

97 106 126 100 89 117 123 128 78 95 94 115 1268計

（３）新規相談：ケース年齢別

０～ ６～ １３～ ２０～ ３０～ ４０～ ５０～ ６０歳 不明 計

５歳 １２歳 １９歳 ２９歳 ３９歳 ４９歳 ５９歳 ～

1 18 120 129 106 84 46 54 55 613男

0 8 85 116 156 102 70 55 63 655女

1 26 205 245 262 186 116 109 118 1268計

（４）新規相談：経路別

関 係 機 関 分 類

保健所 市町村 福 祉 医 療 老人関 社会福 教育関 そ の 小計 電話帳 知って その他 不詳 合 計

事務所 機 関 係施設 祉施設 係機関 他 いた

7 13 3 55 2 2 18 72 174 39 77 162 161 613男

7 18 1 50 2 3 30 68 179 47 89 187 153 655女

14 31 4 105 4 5 48 140 353 86 166 349 314 1268計

（５）新規相談：主たる相談内容別の件数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｚ

精 依 思 家 対 心 福 そ
神障 存 春 族 人 の 祉社 の
疾害 ・ 期 関 関の 健の ・会 他 計
患の 食の 相 係の 係問 康問 復
・相 行問 談 問 題 題 帰 （件）
談 動題 題 等

４７６ １２５ １２８ １３０ ６９ １８６ １３９ １５ １２６８



- 26 -

（６）新規相談：相談者別

相 本 人 以 外

談 計本 人 父 母 配偶者 子 兄弟姉妹 親 戚 その他

者 ・嫁

男 ２０６ ３７ １９４ ４９ ２９ ３１ １９ ４８ ６１３

女 ３９２ ２１ １０１ １７ ２５ ２８ ２２ ４９ ６５５

計 ５９８ ５８ ２９５ ６６ ５４ ５９ ４１ ９７ １２６８

（７）新規相談：相談区分別

一般事業 思 春 期 薬 物 社会復帰 心の健康 老人精神 計アルコール

男 ３０６ １３５ ４１ １６ １２ ８２ ２１ ６１３

女 ３８０ ８９ １６ ５ ６ １３６ ２３ ６５５

計 ６８６ ２２４ ５７ ２１ １８ ２１８ ４４ １２６８
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７．組織育成

地域精神保健福祉活動の向上を図るためには、地域住民による組織的活動が必要である。このた

め、センターは、家族会、患者会、社会復帰事業団体など都道府県単位の組織の育成に努めるととも

に、保健所、市町村並びに地区単位での組織の活動に協力する。

（厚生労働省報告例）○ 活動実績

組織育成業 務

( )支援
延件数

事 業 名

一 般 事 業 １１

特定相 思 春 期 ０

談事業 アルコール ５９

薬 物 １

社会復帰促進事業 ９

１心の健康づくり推進事業

（老 人 精 神 保 健） ０

合 計 ８１

組 織 育 成

患 者 会 家 族 会 断酒会等 職 親 会 ボランテ 精神保健 そ の 他 計
ィア会 福祉協会

支 援 件 数 １ ５ ５３ ０ ０ ７ １５ ８１

１ 精神障害者家族会

熊本県精神障害者家族会連合会は、昭和４６年９月に５つの病院家族会から出発した。平成２年

７月には社団法人化されて「熊本県精神障害者福祉会連合会」となり、平成５年４月１日には熊本

県内の家族会活動の拠点となる「家族会館」がオープンした。現在、地域家族会が１２カ所、病院

・施設家族会が２４カ所である。精神保健福祉センターは、家族会の主催する大会や研修会に参加

し、必要に応じて情報の提供や助言を行い協力している。

関係組織 期 日 関 係 事 業 等 名 育成・支援内容 参加者数No.
１ 精神障害者 ６． １ 第３５回熊本県精神障害者家族大会 来賓 ３００

福祉連合会 開催支援

２ 〃 ６月～８月 第１２回ふれあいピック実行委員会等 実行委員等 延１００

３ 〃 ９．２３ 第１２回ふれあいピック 開催支援 １５００

２ 当事者グループ

（１）精神障害者グループ

近年、社会復帰施設や保健所のサロン等を核に自主的に活動を行っているが、当センターから

直接的な支援は行っていない。

（２）断酒会等

〇熊本県断酒友の会・支部月例会・家族例会・院内ミーティング（精神科医療機関）に酒害相談

員を派遣し、断酒会などの育成援助を行っている。
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〇「アメシスト（女性酒害者の会 」を毎週水曜日に開催し、支援を行っている。）

〇 は県下に５グループありミーティングを重ねている。当センターでは、オープンミーティAA
ングの時に講演や催物の案内を関係機関に知らせる等、組織の育成強化の援助を行っている。

関係組織 期 日 関 係 事 業 等 名 育成・支援内容 参加者数No.
（ ）１ アメシスト ４月～３月 人

（女性酒害者 毎週水曜日 ミーティング（４６回開催） ミーティング

の会） に開催 １６１

２ 県断酒友の会 ６． ５ 全断連第２０回九州ブロック（熊本） パネラー

大会

７６０

３ ＡＡ ９．１１ オープンミーティング スピーチ

１００

４ 九州ダルク ４月～３月 ダルクミーティング ミーティング会

毎月第４金 場の提供

曜日に開催

５ アディクショ ６月～１２ 熊本アディクションフォーラム 事務局

4ンフォーラム 月まで１回 実行委員会 延１１

実行委員会 ／月 ７回

１１．２７ 第５回熊本アディクションフォーラ 助言、協力 ３２６

ム 開催支援

（３）ＤＶ被害者グループミーティング

ＤＶ被害者が暴力を受け続けることにより奪われた自尊心の回復を目的とし、被害者である女

性が自分自身の生き方を見直し、少しずつ自分の力を取り戻し生きていけるよう支援するミーテ

ィングを平成１６年４月から毎月２回（第１，３木曜日）開催している。

平成１７年度の参加者総数は、１０２名であった。

３ 精神保健福祉ボランティア

精神障害者を地域で支えるため、精神保健福祉ボランティア養成講座を通じ、その人材確保に努

めている。講座終了後、自主的なボランティアグループが結成され、保健所デイケア、共同作業所

等でボランティア活動が展開されている。

４ 精神保健福祉協会

期 日 関係事業等名 育成・支援内容 参加者数No.
１ ５．１１ 理事会 理事 １１
２ ５．１３ 総会 議長 ３９
３ ８．１２ 財務委員会 財務委員 １２

１．１４ ８

４ ２．２１ 理事会 理事 １７

５ ３．２８ 総会 議長 ３７
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５ その他

関係組織 期 日 関 係 事 業 等 名 育成・支援内容 参加者数No.
１ 熊本こころの ４．１７ 第２０期生認定授与式 理事 ４３

電話 会場提供

２ 県精神病院科 ５．２７ 総会等 委員 ６０

協会

６．２５ 社会復帰委員会 委員 ８

１２．１７ 〃 〃 ８

３ 日本精神保健 ６．１４ 総会、研修会 来賓 ２００

福祉士協会

熊本県支部

４ 熊本精神科リ ５．２８ 平成１５年度第１回理事会 事務局運営 １０

ハビリテーシ ９．２７ 第２０回研究会 〃 ８１

ョン研究会 １２、１６ 平成１５年度第２回理事会 〃 ８

２．２８ 第２１回研究会 〃 ９２

５ 熊本アルコー ６．２６ 平成１５年度第１回理事会 事務局運営 １７

ル関連問題学 １２．１３ 第２０回学会 １６７

会

６ 精神保健福祉 １０． ７ 鹿本地区精神保健福祉ボランティア 講演 ２０

ボランティア １０周年記念大会

会

７ 県精神障害者 １２． ９ 結成大会 講演 １００

団体連合会

８ 犯罪被害者連 １２．１２ 総会 来賓 ３０

絡協議会

９ 社会復帰施設 １．１６ 理事会 来賓 １０

連絡協議会

１０ 学校保健会 ２．２７ こころの健康アドバイザー 講話、助言 ３０

１１ 県連家族会 ６． ５ 総会 来賓 ５００

７． ３ 研修会 講演 ３０

１２． ５ 〃 〃 ５０

１２ 県臨床心理士 ６．１４ 研修委員会 会議出席 ６

会

１３ 熊本プリズム １２． ６ クリスマスイベント 来賓 １００

会



- 30 -

８．精神障害者の社会復帰に関する事業

１．デイケア事業

昭和４７年のセンター開設当初から、調査研究事業の一環として開始した。

、 、 、デイケアでは 個別的な相談援助・指導を行なうとともに話し合いやスポーツ レクレーション

（ ） 、 、 、ＳＳＴ 社会生活技能訓練 等のいろいろな集団活動を通して 対人関係の改善や自発性 協調性

持続性等の促進を図り、また基本的な生活習慣の確立、社会性の広がりなどをもたらすことで、社

会生活適応への援助を行なっている。

１ デイケア運営要領( )
ⅰ 目的)

精神障害者の個別的な問題を整理し、社会生活の適応性（協調性、持続性、生産性、自立性な

ど）を高めるために、個人指導、援助、集団指導、社会活動を計画的に行い、社会復帰を促すも

のである。

ⅱ 対 象 者)
主として統合失調症 器質性精神障害、中毒性精神障害を合併したもの、知的障害を除く で、( )

比較的病状が安定しており、原則として通院治療を受けている者。

ⅲ 実施方法)
①計画的にプログラムを編成して実施する （月・火・木・金）。

②通所者が自主的に活動して利用する。 （水）

ⅳ 利用期間)
利用者の個別的な問題に対処するために、原則として一つの目標達成の期間を３ヵ月とするが

必要に応じて継続することができる。

２ 平成１７年度実施状況( )
平成１７年度の実施状況は以下のとおりである。

デイケア開催日数は 日で延べ通所者数は 人、一日平均の通所者数は、 人であっ179 3,511 19.6
た。

３ 利用者の状況( )
表２ 利用者の分類表１ デイケア利用者

実人員 延人員 新規利用者 継続利用者区分 区分

１，９９１ ２７ ２８男 ４４ 男

３０ １，５２０ ２５ ２０女 女

７４ ３，５１１ ５２ ４８合計 合計
( ) ( )人 人

＊デイケア利用者には、見学者の人員数を除く

＊新規利用者；当センターのデイケアを初めて利用する者（見学者の人員数含む）

＊継続利用者；前年度に引続き利用している者
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表３ 利用者の年代別（実人員）

１０歳代 ２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳以上 合 計

男 １ １４ １１ １４ ４ ０ ４４

女 １ １０ １０ ５ ３ １ ３０

合 計 ２ ２４ ２１ １９ ７ １ ７４

（人）

平均年齢 ３１．１歳（男３１．４歳 女３０．７歳）

表５ 利用形態と利用期間（実人員）

１年未満 １ ３ ５ １０年以上 合 計～ ～ ～
３年未満 ５年未満 ０年未満1

男性 １６ １４ ６ ４ ４ ４４

女性 １０ ９ ４ ４ ３ ３０

合計 ２６ ２３ １０ ８ ７ ７４

（人）

見学来所者（インテークのみ）

男 １１

女 １５

合計 ２６

表６ 利用者の転帰

人数 備 考

引き続きデイケアを利用 ４９ 平成 年度へ継続18

２就 労（含アルバイト）

退 復 学 １

他の社会資源利用 ３

中断 ７所

その他 ２

( )人
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表７ プログラムの参加状況

４ ５ ６ ７ ８ ９ １ ２ ３10 11 12
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 合計

13 15 17 16 13 15 16 16 15 14 16 13 179ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
開 催日

( )数 日

26 29 34 32 25 29 32 32 29 28 32 25 351ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
( )数 回

42 42 42 37 40 41 42 42 43 42 40 74通所者 42
実人数
( )人

3 5 9 4 3 4 9 4 0 6 5 5 52＊新規
利用者
( )人

306 319 265 235 308 345 340 294 257 317 296 3,511通所者 246
延人数
( )人

19.6通所者 18.9 20.4 18.8 16.6 18.1 20.5 21.6 21.3 19.6 18.4 19.8 21.2
数平均

）( /人 日

＊自主利用日を除く

４ 新規利用者( )
（再掲）表１ 新規利用者の年代別

歳 歳 歳 歳 歳 合計1 0 2 0 3 0 4 0 50 60歳
代 以上代 代 代 代

３ ８ ８ ４ ４ ０ ２７男

３ ９ ９ ４ ０ ０ ２５女

６ １７ １７ ８ ４ ０ ５２合計

（人）

表２ 新規利用者の来所経路

４７主治医の紹介

そ の 他 知人の紹介、健康福祉センター５
（人）
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週間プログラムの基本型( )５

月 火 木 金

朝のつどい 朝のつどい 朝のつどい 朝のつどい9:30
50

ラジオ体操 ラジオ体操 ラジオ体操 ラジオ体操
10:00

創作活動 レクレーション 生活教室コミュニケ
／料理ーション教室 粘土こねこね 絵画､ 巨大双六、連想ゲーム、室内

ペーパーフラワー など（SST／隔週） スポーツ
ぬり絵、文集など

最終週 大掃除面 接 ／料理( )随時 ( )
茶話会 月の反省/

12:00

13:00
昼 食 昼 食 昼 食 昼 食

心の健康作り 社会参加活動 スポーツ
／話し合い ／お菓子作り／お菓子 趣味・教養

、 、ﾘﾗｯｸｽﾀｲﾑ ﾐﾝﾄﾝ ﾐﾆ ﾚｰ作り 読書 書道 音楽鑑賞､ ､ ､ バド バ
翌月の ゲートボールなど15:00 茶道など

( )ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作りなど 各種施設見学

30

ミーティング・ ミーティング・ ミーティング・ ミーティング・16:00
掃除 掃除 掃除 掃除30

（退 所） （退 所） （退 所） （退 所）

生活指導員２人 生活指導員２人 生活指導員１人 生活指導員２人
スタッフ 保健師１人 保健師１人 保健師１人 保健師１人

※生活技能訓練（ＳＳＴ）

社会生活において他者とのコミュニケーションのとり方が不得手な統合失調症を中心とした精

神障害者に対し、実生活上の具体的な対人接触のトレーニングを行なうことで、生活技能を高め

ることを通じて再発の防止を図り、生活の質を高めることを目的としたもの。

＜特別プログラム＞

平成 年 月 日 歓迎遠足（熊本市動植物園） 人参加17 5 13 16
人参加9 29月 日 一日旅行（山鹿市鹿本町） 11
人参加11 28月 日 文化祭 22

平成 年 １月 日 初詣（藤崎宮） 人参加18 6 22
３月 日 お花見 人参加20 20
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( ) ( )６ 関係機関職員、学生等への研修・実習の場面提供 再掲

平成１７年度中のデイケア研修・実習者は以下のとおりである。

研修者・実習者 実人数 実日数 備 考

東北福祉大学 １ ２

保健科学大学 １ １２

九州環境福祉医療専門学校学生 ５ ５２ ５グループ

熊本大学大学院院生（心理） ３ ８ ３グループ

熊本大学医学部保健学科学生 ９ ２ ２グループ

合 計 １９人 ７６日

２ 精神障害者福祉推進ネットワーク事業

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」の施行により、県下の精神障害者社会復帰施設

等も徐々に整備されつつある。これらの関係施設の利用者の自立及び社会参加をいっそう援助

するため、平成１０年度より関係施設職員に対し、精神保健福祉に関する知識と技術の向上を

目的に、研修会を開催している。

( ) ( )１ 精神障害者社会復帰施設等職員研修会 「 」の項に研修内容を掲示教育研修
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９．アルコール関連問題対策事業

『精神保健福祉センターにおける特定相談指導事業実施要領』の「Ⅰ．アルコール関連問題に関す

る相談指導等」に基づき、地域精神保健福祉業務の一環としてアルコール関連問題に関する知識の普

及や相談指導等、総合的な対策を実施している。

１ 事業の内容

（１）アルコール関連問題相談

（２）アルコール（薬物）関連問題対策懇話会

（３）アルコール依存症者院内合同ミーティング

（４）アルコール依存症者スタッフミーティング

（５）アルコール家族ミーティング

（６）酒害相談員活動

２ 事業実績

（１）アルコール関連問題相談指導

アルコール依存者・家族及び関係者からの相談を受けており、相談件数は、下記のとおりであ

る。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
面 新 来 ６ ２ １ １ ３ ２ ０ ０ １ ０ １ １ １８

再 来 ０ ２ １ １ ０ ０ １ ２ １ ２ ２ １ １３

接 小 計 ６ ４ ２ ２ ３ ２ １ ２ ２ ２ ３ ２ ３１

電 新 規 １３ ３ ８ ３ ３ ４ ３ ６ ３ ４ ２ ５ ５７

継 続 ５ ３ １ １ １ １ １ ８ １ ０ １０ ０ ３２

話 小 計 １８ ６ ９ ４ ４ ５ ４ １４ ４ ４ １２ ５ ８９

合 計 ２４ １０ １１ ６ ７ ７ ５ １６ ６ ６ １５ ７ １２０

（２）アルコール（薬物）関連問題対策懇話会

アルコール関連問題に携わっている医療機関、法務司法、福祉、その他の関係機関の相互理解

と連携を深め、事業を総合的に推進することを目的として開催している。本年度は下記のとおり

である。

期 日 内 容 参加者

数

１）話題提供各

２）機関のアルコール関連問題に関する現状

「最近の薬物乱用状況について～特にＭＤＭＡの状況について

１１．１５ 熊本県警察本部刑事部組織犯罪対策課 ３５

３）第１８回九州アルコール関連問題学会（熊本大会）について

４）意見交換

（３）アルコール依存症者院内合同ミーティング（ 」の項に詳細を掲示）「普及啓発
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関係職員の研修、アルコール依存症者の学習の場として、各病院、保健所等に参加を呼びかけ

ている。本年度は１１機関の参加であった。

６月 ８月 ２月 計

患 者 ５６ ７７ ５７ １９０

職 員 ２４ ２７ １８ ６９

その他 ３ ２ ２ ７

計（人） ８３ １０６ ７７ ２６６

（４）アルコール依存症者スタッフミーティング（ 」の項に詳細を掲示）「教育研修

アルコール依存症の治療・指導にあたっている精神科医療機関関係職員の専門的な研修及び情

報交換の場として偶数月に１回開催している。

区分 ６月 ８月 ２月 計

職員等 １７ ２２ １２ ５１

（人）

（５）アルコール家族ミーティング（ 」の項に詳細を掲示）「普及啓発

アルコール依存症に関する正しい知識をまず家族が持つこと、家族同士が苦労や悩みを語るこ

とにより家族自身が心身共に健康を回復することを主な目的とし、平成４年１月からアルコール

家族教室を開催した。平成６年度からは名称をアルコール家族ミーティングと変更し自由な参加

形式をとった。毎月第３金曜日の午後開催している。

月 別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
家 族 ４ ５ ５ ０ １ ３ ２ １ ４ ２ ８ ０ ３５

断酒会ＡＡ １ ０ ０ １ １ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ４

関係者 ０ ２ ０ １ ２ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ８

５ ７ ５ ２ ４ ５ ２ ２ ４ ２ ９ ０ ４７計（人）

（６）酒害相談員活動

昭和５０年から酒害問題に関する経験や知識のある者を酒害相談員として酒害相談指導事業に

取り組んでいる。本年度は、院内ミーティングを開催している精神科医療機関に酒害相談員の派

遣希望調査を行い実施した。また、地区断酒会の強化を図るため、重点地区（球磨・人吉支部、

大矢野町支部、矢部支部、八代支部）を決め、酒害相談員が地区断酒会に参加・助言を行った。

本年度の酒害相談員の活動状況は次のとおりであった。

１） 断酒会等自助グループの育成指導

№ 支部名 期日（人数）

１ 天草・本渡支部月例会 １／２１（２０人 、２／１８（１５人））

２ 御船支部月例会 １／１４（１０人）

３ 大矢野支部月例会 ２／４（１６人）

４ 矢部支部月例会 ２／１１（８人）
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２）各病院院内ミーティング等の育成の援助

医療機関名 参加回数 事 業 名 等 参加数No．

１ 菊池有働病院 １回 アルコール症院内ミーティング ２８

２ 益城病院 １回 〃 ５０

３ 高田病院 １回 〃 ９

４ 八代更生病院 １回 〃 ４０

５ 吉田病院 １回 〃 ２３

６ 酒井病院 １回 〃 ９

７ くまもと心療病院 １回 〃 ９

８ 東家病院 １回 〃 １１

９ 寺岡葵病院 １回 〃 ３

合 計 ９回 １８２

（人）
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１０．思春期精神保健対策事業

センターでは、昭和５５年から地域精神保健福祉業務の一環として、思春期精神保健に関する知

識の普及や相談指導等の総合的対策を実施することによって、精神発達の途上にある者の精神的健

康の保持増進及び適応障害の予防と早期発見を図ることを目的に事業を行っている。

１ 事業の内容

思春期における様々な精神保健問題に総合的に取り組み、予防から事後指導にいたる一貫した対

策事業を実施した。

平成１７年度の事業は次のとおりである。

思春期精神保健講座の開催(1)
思春期精神保健相談窓口の開設(2)
思春期問題関係機関連絡会議の開催(3)
ひきこもり家族教室の開催及びひきこもりデイケアの実施(4)

２ 事業の実績

（１）思春期精神保健講座（ 」の項に研修内容を掲示）「教育研修

毎年、学校では夏休み期間に県内の小、中、高等学校の教職員を対象に、思春期に起こってく

る様々な問題に対処できるよう講座を開催している。平成１７年度は８月９日から８月１１日ま

での３日間開催し、参加者は６２人（延べ１８５人）であった。

思春期精神保健講座参加者内訳

学校別 高等学校 中学校 小学校 養護学校 その他 計
職 種

養 護 教 諭 ９ ７ １０ ０ １ ２７

教 育 相 談
学校カウンセラー ３ ２ ０ ０ ０ ５
生徒指導担当教諭

担 任 ６ ６ １１ ０ ４ ２７

そ の 他 ０ １ １ ０ １ ３

計 １８ １６ ２２ ０ ６ ６２

（人）

（２）思春期精神保健相談（再掲）

平成１５年度も思春期精神保健窓口を開設日し、精神科医師、臨床心理士等が不登校、摂食障

害、家庭内暴力、神経症等の相談にあたっている。

相談件数は表のとおりである。



- 39 -

思春期精神保健来所相談件数

月別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
新 男

再 女

男 ９ ９ ７ ６ ５ ５ ５ ０ ２ ０ ３ ５ ５６

新来 女 ３ ９ ５ ６ ８ ２ ６ １ １ ０ １ ４ ４６

計 １２ １８ １２ １２ １３ ７ １１ １ ３ ０ ４ ９ １０２

男 ４ ９ ８ ９ ４ ４ ５ ５ ８ ５ １ ５ ６７

再来 女 １ １ ３ ７ ３ ３ １１ １０ ６ ６ ５ ２ ５８

計 ５ １０ １１ １６ ７ ７ １６ １５ １４ １１ ６ ７ １２５

計 １７ ２８ ２３ ２８ ２０ １４ ２７ １６ １７ １１ １０ １６ ２２７

（件）

思春期電話相談件数

月 別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
男 １９ １８ ２５ １９ １２ １１ １５ １３ １７ ２６ １５ １９ ２０９

女 ２１ １８ ２３ ２０ ８ １３ １０ １５ １２ １１ ９ １１ １７１

計 ２７ ３６ ３６ ２６ １６ ２６ ４３ ２７ １７ ２０ １３ １６ ３０３

（件）

（３）思春期問題関係機関連絡会議

思春期精神保健に関する知識の普及や精神発達の途上にある者の精神的健康の保持増進及び適

応障害の予防を早期発見等を図るため、各関係機関が相互理解と連携を深め、思春期精神保健対

策を円滑に推進する会議を年１回開催しており、平成１７年度の会議内容と参加者は下記のとお

りである。

期 日 内 容 講 師 参加者数

話題提供 ２４機関

１．１２ メンズサポート ふくおか

「デートＤＶについて」 ２４ 人

代表 原 健一

（４ 「ひきこもり家族セミナー」の開催）

平成１２年１１月にスタートした「ひきこもり家族セミナー」は、平成１６年度から毎月第３

水曜日に日時を変更し、さらに偶数月は「専門家等の講話１時間＋家族ミーティング１時間」奇

数月は「家族のミーティング２時間」という形に変えて開催している。家族がひきこもりについ

ての理解を深めたり、同じ立場の家族と痛みを共有することで、孤立感を癒す等、家族を支援す

ることを目的としている。

また、平成１５年度からの取り組みとして、ひきこもり当事者に講師を依頼することを継続し

ている。これは 「その問題の一番の専門家は当事者である」という考え方に立ったもので、平、

成１７年までに８名の当事者が講師役を担ってくれた。また、その流れの中で、家族セミナーへ
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の当事者の参加がみられるようになり、毎回数名の当事者がコンスタントに家族セミナーに参加

するようになっている。

家族は自分の子供の気持ち等を当事者の声を通し共感し理解を深め、当事者もまたセミナーで

見る親の姿から自分の親への理解を深めるという具合に、ひきこもり家族セミナーが親と子の相

互理解を深める場になってきている。

（今年度の話題提供）

回 日 程 題 目 講 師

精神保健福祉センター１ ４月２０日 ひきこもりを取り巻く昨今の

状況 中島 央所長

２ ６月 ５日 ジョブカフェくまもとからの ジョブカフェくまもと1
情報提供 若者仕事カウンセラー 竹村 哲

３ ８月１７日 当事者として 当事者 ４名

熊本市障害保健課医療主幹 井形るり子４ 月１９日 ひきこもり訪問事例10
５ 月２１日 社会資源の活用について 精神保健福祉センター12

参事 江口 みどり

６ ２月 ５日 家族のためのＳＳＴ（コミュニ 精神保健福祉センター1
ケーションプログラム） 参事 和田 登志子

月別参加者数

月別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
参加者 １０ １７ ２９ １５ ３３ １５ １９ １１ １６ １６ ２５ １８ ２２８

（人）

（５ 「ひきこもりデイケア」の開催）

ひきこもり本人の居場所を自宅外に設け、落ち着いた雰囲気での話し合いや仲間作りを促すな

ど、本人の社会参加の一助となることを目的に、ひきこもり本人を対象としたデイケアを平成１

３年６月から開始したが、平成１６年度からは毎月第１・第２・第４水曜日の午後２時から４時

までの２時間（原則）と回数を増やして活動している。今年度は、野外活動として秋に白水村へ

１日旅行を行った。

プログラム内容：

インターネット、卓球、カードゲーム、ボーリング、話し合い 等

（月別参加者数）

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
280参加者数 ２４ ２１ ２６ ２３ ２０ ２４ ３１ １４ １８ １６ ３１ ３２

（人）
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１１．ＤＶ対策支援事業

全国的にＤＶ（配偶者等からの暴力）が大きな社会問題になり、本県の女性相談センター（配偶者

） 、暴力相談支援センター に寄せられるＤＶに関する相談件数も年々増加しているという状況のなかで

本県に於いても平成１７年１２月に「熊本県配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基

本計画」を策定し、人権意識高揚のための教育・啓発や、被害者の相談から自立支援までの取り組み

などを総合的かつ効果的に進めているところである。

前述の基本計画に基づき、精神保健福祉センターでは、被害者の自立支援のために（１）ＤＶ被害

者のカウンセリング及び（２）ＤＶ被害者のグループミーティングを実施し、さらに被害者支援の一

環としての加害者対策という位置づけで（３）ＤＶ加害者カウンセリングを行っている

１ 事業の内容

（１）ＤＶ被害者カウンセリング

精神保健福祉相談の枠内で、ＤＶ被害者の個別カウンセリングを精神科医師や臨床心理士が担

当し実施している。目的は、暴力により支配され続けてきた被害者が、主体性を取りもどし再び

自尊心をもって生きられるようになることを支援することである。

（２）ＤＶ被害者グループミーティング

平成１６年４月から毎月２回（第１・３木曜日１４時～１６時）臨床心理士が担当し開催して

いる。目的は、個別カウンセリングと同じであるが、加えて、同じ経験をした仲間とのエンパワ

、 。 、ーメントにより 被害からの回復を促進することが大きな目的となる ＤＶ被害者支援のなかで

危機介入的アプローチとは異なった長期的展望に立った支援という位置づけで取り組んでいる。

（３）ＤＶ加害者カウンセリング

ＤＶ被害者が安全な状態で自立できるようにするためには、加害者に対する何らかのアプロー

チが求められている。そこで、自己の暴力性に悩み、援助を求めている人に対して、精神科医師

と臨床心理士が担当し加害者カウンセリングを行っている。

２ 事業の実績

（１）ＤＶ関係精神保健相談

ＤＶ関係来所相談

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 合計10 11 12
新規 ６ ４ １ １ １ １ ０ ２ １ ０ １ ２ ２０

継続 ８ ５ １２ ６ ６ １１ ６ ６ ４ ３ ２ ４ ６６

計 １４ ９ １３ ７ ７ １２ ６ ８ ５ ３ ３ ６ ８６

（件）

28 ( 6 )※うち加害者の相談 件 実数 件

ＤＶ関係電話相談

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 合計10 11 12
新規 ３ ４ ３ １ ０ １ ３ １ １ １ ４ ３ ２５

継続 ０ ５ ２ ４ ４ ４ ０ １ ０ ０ ０ ０ ２０

計 ３ ９ ５ ５ ４ ５ ３ ２ １ １ ４ ３ ４５

（件）
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（２）ＤＶグループミーティング

2.2グループミーティングを始めた平成１６年度の参加者総数は４８名（１回平均参者数

名 、平成１７年度は１０２名（１回平均参加者数 名）と倍増し、平成１８年度も同じよ） 4.6
うな傾向の伸びを示している

（月別参加者数）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 合計10 11 12
人数 ７ ５ １５ １０ ９ １０ １０ ５ ５ ９ １０ ７ １０２

（人）
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１２．心の健康づくり推進事業

心の健康づくりは、広く県民を対象として行われる精神的健康の保持・活動である。社会の変化は

著しく、ストレスが増大している。しかし、ストレスを緩和するためには重要な役割を果たす家庭や

職場等が十分に機能していない面がある。様々な形で「心の不健康 「心の病気」が現代社会の家庭」

・職場等で広がってきている。センターでは国の指導に基づき、事業の推進に取り組んでいる。

１ 事業の内容

心の健康づくりは、広く県民を対象として行われる精神的健康の保持・増進を目的としている。

センターでは、国の指導に基づき、昭和６０年から心の健康づくり推進事業に取り組み、事業を展

開してきた。

（１）心の健康づくり連絡会議

（２）心の健康づくり講座

（３）精神保健福祉ボランティア養成講座

２ 事業の実績

（１）心の健康づくり連絡会議

昭和６１年度から、心の健康づくり推進事業の円滑な推進を図るため、関係機関との連絡会議

を実施している。

平成１７年度は、各関係機関における心の健康づくり推進活動の状況についての情報交換と、

「うつと自殺」と題して講演等を行った。

期 日 会 議 名 内 容 参加者数

講演1)
平成１７年度 「うつと自殺」

１２．６ 心の健康づくり連絡 講師 県立こころの医療センター

火 会議 医長 １３機関（ ）

大塚 直尚

１２人

各関係機関の取り組みと今後の課題2)

意見交換3)

（２ 「心の健康づくり講座」研修会（ 」の項に研修内容を掲示）） 「教育研修

心の健康づくり推進事業の一環としてボランティア活動を行っている電話カウンセラーと、精

神保健福祉ボランティアを対象に、知識の普及、啓発を目的として、定期的な研修会を実施して

いる。平成１７年度は５回、述べ１８２人の参加があった。

（３）精神保健福祉ボランティア養成講座（ 」の項に研修内容を掲示）「教育研修

昭和６３年の精神保健法の改正に伴い、国、地方公共団体の責任で精神障害者の社会復帰を促

進することが求められるようになった。精神障害者の社会復帰を促進するには、医師、保健師、

精神保健福祉士等の専門職のみでなく、ボランティアの活用が必要になったきたため、平成３年

度からこの講座を開催し育成に努めている。

平成１７年度は有明、御船の２地区で保健所の協力のもと実施し、１２回、延べ３１２人の参

加があった。
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１３．薬物関連問題対策事業

（１）薬物関連問題相談指導

区 分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
面 新 来 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ １ ０ ０ ０ ３

再 来 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １

接 小 計 ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ １ １ ０ ０ ４

電 新 規 ０ ２ ２ ３ １ ２ １ １ ２ ３ １ ３ ２１

継 続 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

話 小 計 ０ ２ ３ ３ １ ２ １ １ ２ ３ １ ３ ２２

合 計 ０ ２ ３ ４ １ ３ １ １ ３ ４ １ ３ ２６

（２）薬物関連問題対策懇話会

期 日 内 容 参加者No.
数

各機関のアルコール関連問題に関する現状1)
話題提供2)

１ １２．９ 病的アディクションの診断と治療 ３１

菊陽病院 院長 赤木 健利

各機関より報告・情報交換3)

（３）薬物家族教室

月別参加者数

月別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月 計10 11 12
家 族 ５ ５ ４ ２ １ ３ ０ ４ ０ ４ ３ ３ ３４

関係者 ２ ２ ２ １ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ １０

計 人 ８ ７ ６ ３ １ ３ ０ ５ ０ ４ ３ ４ ４４( )
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１４．精神医療審査会

平成１４年度から、法律の改正により、従来本庁で行っていた関連業務を精神保健福祉センターで行

っている。

審査会専用の電話を設置し、退院等請求者に対応している。

（１）報告書等の審査状況

審査項目 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計

２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２４審査会開催回数

措置入院者の

16 10 8 18 11 10 15 2 14 11 7 11 133定期病状報告書

医療保護入院者の

242 203 194 194 162 179 211 188 207 236 129 237 2,382定期病状報告書

医療保護入院の

197 241 239 210 227 165 219 200 246 248 174 247 2,613入院届

合 計

455 454 441 422 400 354 445 390 467 495 310 495 5,128

（２）退院請求等の審査状況

審査項目 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 1 1 1 2 １ ２ ３ 合

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 計

4 4 4 1 4 2 3 1 4 2 2 31退院請求のみ 意見聴取者

2 1 1 1 1 1 7取り下げ者

1 1 2退院・処遇改 意見聴取者

1 1 2善請求 取り下げ者

1 1 1 3処遇改善請求 意見聴取者

1 1 2のみ 取り下げ者

4 4 4 1 5 2 4 1 1 4 3 3 36合 計 意見聴取者

2 1 2 1 1 1 2 10取り下げ者
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１５．通院医療費公費負担及び精神障害者保健福祉手帳判定会

平成１４年度から、法律の改正により、判定業務のみを精神保健福祉センターで行っている。

判定件数

判定項目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０ １１ １２ １月 ２月 ３月 合

月 月 月 計

通 院 医 療 費 公

692 611 685 800 524 526 644 495 492 447 451 598 6,965費負担申請（ 32

条）

精 神 障 害 者 保

230 172 209 221 154 237 201 191 194 171 226 257 2,463健 福 祉 手 帳 申

請（45条）

合 計

922 783 894 1,021 687 763 845 686 686 618 677 855 9,428

＊自立支援医療判定数 ３月実施：１５，１０８件
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Ⅲ 学会・研究会活動報告

１ 熊本精神科リハビリテーション研究会

熊本精神科リハビリテーション研究会は、熊本県における精神科リハビリテーションに関する

研究・研修を深めるため、県内で精神障害者のリハビリテーションの実践に携わっている関係機

関の職員を会員として平成４年に発足し、これまで 回の研修会を開催してきた。23
当センターは、この研究会の事務局を発足当初から担当し、研究会の企画・運営に協力してい

る。

期 日：平成 年 月 日（土） 時 分～ 時17 11 26 13 30 17
場 所：精神保健福祉センター

◎演題発表

A 13 50 14 30○発表 グループ ： ～ ：

座 長 熊本県八代保健所 村枝すみえ

演題 「ひきこもりデイケアの取り組み」1
発表者 熊本県精神保健福祉センター

肝付菜穂子（生活指導員）

演題 「デイケアメンバーつて 話し好き？」2
発表者 菊陽病院精神科デイケア

濱津有理子（社会福祉士）

B 14 35 15 15○発表 グループ ： ～ ：

座 長 向陽台病院 麻生 美子

演題 「禁煙教育の取り組み」3
発表者 八代更生病院 前田 厚子（看護師）

演題 「院内デパートの取り組み」4
～経過と今後の課題～

発表者 城山病院 高崎 裕子（作業療法士）

C 15 20 16 00○発表 グループ ： ～ ：

座 長 熊本きぼう生活支援センター

小嶋 清志

演題 「チーム医療への取り組み5
～患者・家族レクリエーション（もやいの会）を通して～」

発表者 桜が丘病院 田尻 威雅（作業療法士）

演題 「 地域生活支援センターふれあいにおける就労支援の取り組み」6
発表者 地域生活支援センター ふれあい 竹下 友博（精神保健福祉士）

◎ミニ講話

「当事者のニーズについて」

講師 熊本県精神障害者団体連合会会長 徳山大英氏
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２ 熊本アルコール関連問題学会

本会は、熊本県におけるアルコール依存症等の治療に関する研究・研修を目的に、県内のアル

コール依存症等の治療の関係職員を会員として、昭和５８年に発足し、年１回の学会を開催して

いる。当センターは本会の事務局を担当し、企画・運営に協力している。

平成１７年度は、第１８回九州アルコール関連問題学会熊本大会として、平成１８年３月３日

・４日にくまもと県民交流会館パレアにおいて開催した。

３月３日 １４：００～１７：００１．分科会

第１分科会 基礎講座

座長 松永 哲夫 （益城病院 医師）

講座Ⅰ アルコール依存症入門

講座Ⅱ アルコール看護って何？～５年間の関わりを通して～

講座Ⅲ アルコール症者の子ども達はＡＣをどう受け止めているか？

第２分科会 女性とアルコール依存症

座長 赤星 香世子 （熊本学園大学 教授）

シンポジスト 橋本 美枝子 （大分大学 教授）

森 玉代 （つくし会）

林田 邦子 （アメシスト）

山口 左百合 （菊陽病院 看護師）

第３分科会 高齢者 定年後等のアルコール問題

座長 濱元 純一 （こころの医療センター 医師）

シンポジスト 古賀 靖人 （明生病院 医師）

谷 昭子 （熊本市北保健福祉センター 保健師）

無田 知穂 （益城病院 ソーシャルワーカー）

橋口 史 （こころの医療センター 看護師）

第４分科会 プレ・アルコホリック

座長 赤木 健利 （菊陽病院 医師）

シンポジスト 村上 優 （肥前精神医療センター 医師）

杠 岳文 （肥前精神医療センター 医師）

伊藤 裕之 （くわみず病院 医師）

南 悦子 （熊本家庭裁判所 医師）

池田 光隆 （熊本市消防局 救急救命士）
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第５分科会 一般演題

座長 和田 冬樹 （菊陽病院 医師）

①女性のアルコール依存症に関わって

②ギャンブル依存症からの回復

③アルコール依存の自助グループにおける看護師の果たす役割

④ＡＲＰに認知行動療法を導入して

座長 若松 成子 （御船保健所 保健師）

⑤アルコール依存症者の家族にアンケート調査を行い、自立の概念を

もとに家族の回復と今後の課題を検証する

⑥球磨焼酎の里で、節度ある飲酒慣習を目指して

⑦アルコール依存症の社員とその家族都の関わり

座長 岩永 靖 （熊本社会福祉専門学校 精神保健福祉士）

⑧アルコールデイケアでの高齢者との関わり

⑨メンバーの死をグループの中で取り扱うと言うこと

④アルコール依存症者にプレ・デイケアを導入して

３月４日 ９：００～１０：５０２．記念講演

「クロスアディクション」は、なぜ起きるか？

アスク・ヒューマン・ケア研修相談センター

所長 水澤 柘加佐
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＜資 料＞

精神保健福祉センター運営要領
平成１４年３月２９日 障発第０３２９００８号

各都道府県知事宛 厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長通知

精神保健福祉センター（以下「センター」という ）は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法。

律（以下「法」という ）第６条に規定されているとおり、精神保健及び精神障害者の福祉に関する。

知識の普及を図り、調査研究を行い、並びに相談及び指導のうち複雑困難なものを行うとともに、精

神医療審査会の事務並びに法第３２条第３項及び第４５条第１項の申請に関する事務のうち専門的な

、 （ 。 。）知識及び技術を必要とするものを行う施設であって 次により都道府県 指定都市を含む 以下同じ

における精神保健及び精神障害者の福祉に関する総合的技術センターとして、地域精神保健福祉活動

推進の中核となる機能を備えなければならない。

１ センターの目標

センターの目標は、地域住民の精神的健康の保持増進、精神障害の予防、適切な精神医療の推

進から、社会復帰の促進、自立と社会経済活動への参加の促進のための援助に至るまで、広範囲

にわたっている。

この目標を達成するためには、保健所及び市町村が行う精神保健福祉業務が効果的に展開され

るよう、積極的に技術指導及び技術援助を行うほか、その他の医療、福祉、労働、教育、産業等

の精神保健福祉関係諸機関（以下「関係諸機関」という ）と緊密に連携を図ることが必要であ。

る。

２ センターの組織

センターの組織は、原則として総務部門、地域精神保健福祉部門、教育研修部門、調査研究部

門、精神保健福祉相談部門、精神医療審査会事務部門及び精神障害通院医療費公費・精神障害者

保健福祉手帳判定部門等をもって構成する。

職員の構成については、所長のほか、次の職員を擁することとするが、業務に支障がないとき

は、職務の共通するものについて他の相談機関等を兼務することも差し支えないこと。

なお、ここで示す職員の構成は、標準的な考え方を示すものである。

医師（精神科の診察に十分な経験を有するものであること 、精神保健福祉士、臨床心理技。）

術者、保健師、看護師、作業療法士、その他センターの業務を行うために必要な職員。

また、その職員のうちに精神保健福祉相談員の職を置くよう務めるとともに、所長には、精神

保健福祉に造詣の深い医師を充てることが望ましいこと。

３ センターの業務

センターの業務は、企画立案、技術指導及び技術援助、教育研修、普及啓発、調査研究資料

の収集、分析及び提供、精神保健福祉相談、組織の育成、精神医療審査会の審査に関する事務

並びに精神障害者通院公費負担及び精神障害者保健福祉手帳の判定などに大別されるが、それ

らは極めて密接な関係にあり、これらの業務の総合的な推進によって地域精神保健福祉活動の

実践が行われなければならない。

（１）企 画 立 案

地域精神保健福祉を推進するためには、都道府県の精神保健福祉主管部局及び関係諸機
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関に対し、専門的立場から、社会復帰の推進方策や、地域における精神保健福祉施策の計

画的推進に関する事項等を含め、精神保健福祉に関する提案、意見具申等をする。

（２）技術指導及び技術援助

地域精神保健福祉活動を推進するため、保健所、市町村及び関係諸機関に対し、専門的

立場から、積極的な技術指導及び技術援助を行う。

（３）人 材 育 成

保健所、市町村、福祉事務所、障害者自立支援法に規定する障害福祉サービスを行う事

業所等その他の関係諸機関等で精神保健福祉業務に従事する職員等に、専門的研修等の教

育研修を行い、技術的水準の向上を図る。

（４）広 報 普 及

、 、都道府県規模で一般住民に対する精神保健福祉の知識 精神障害についての正しい知識

精神障害者の権利擁護等について普及啓発を行うとともに、保健所及び市町村が行う普及

啓発に対して専門的立場から協力、指導及び援助を行う。

（５）調 査 研 究

地域精神保健福祉活動の推進並びに精神障害者の社会復帰の促進及び自立と社会経済活

動への参加の促進等についての調査研究をするとともに、必要な統計及び資料を収集整備

し、都道府県、保健所、市町村等が行う精神保健福祉活動が効果的に展開できるよう資料

を提供する。

（６）精神保健福祉相談

センターは、及び精神障害者福祉に関する相談及び指導のうち、複雑または困難なもの

を行う。心の健康相談から、精神医療に係る相談、社会復帰相談をはじめ、アルコール、

薬物、思春期、認知症等の特定相談を含め、精神保健福祉全般の相談を実施する。センタ

ーは、これらの事例についての相談指導を行うためには、総合的技術センターとしての立

場から適切な対応を行うとともに、必要に応じて関係諸機関の協力を求めるものとする。

（７）協力育成

地域精神保健福祉の向上を図るためには、地域住民による組織的活動が必要である。こ

のため、センターは、家族会、患者会、社会復帰事業団体など都道府県単位の組織の育成

に努めるとともに、保健所、市町村並びに地区単位での組織の活動に協力する。

（８）精神医療審査会の審査に関する事務

精神医療審査会の開催事務及び審査遂行上必要な調査その他の当該審査会の審査に関す

る事務を行うものとする。

また、法第３８条の４の規定による請求等の受付についても、精神保健福祉センターに

おいて行うなど審査の客観性、独立性を確保できる体制を整えるものとする。

（９）精神障害者通院医療費公費負担及び精神障害者保健福祉手帳の判定

センターは、法第３２条第３項の規定による精神障害者通院医療費公費負担及び同法第

４５条第１項の規定による精神障害者保健福祉手帳の申請に対する判定業務を行うものと

する。

４ そ の 他

（１）センターは、診療機能や、デイケア、障害者自立支援法に規定する障害福祉サービス等の

リハビリテーション機能をもつことが望ましい。診療機能及びリハビリテーション機能をも

つに際しては、精神医療審査会事務並びに自立支援医療（精神通院医療）費公費負担及び精

神障害者保健福祉手帳の判定を行うことから、その判定等が公正に行われるよう、透明性及

び公平性の確保に配慮する必要がある。
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（２）心神喪失等の状態で重大な加害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成１５

年法律第１１０号）による地域社会における処遇については、保護観察所長が定める処遇の

実施計画に基づき、地域精神保健福祉業務の一環として実施されるものであり、センターに

おいても保護監察所等関係機関相互により必要な対応を行うことが求められる。

（ ） 、 、 、 、３ その他 センターは 地域の実情に応じ 精神保健福祉の分野における技術的中枢として

必要な業務を行う。
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